





1960－1980 年の 20 年間は、憲法改正の動きがさほど活発ではなかった（下記の表を参






年 憲法改正数 作成主体 
1947 日本国憲法公布  
1949 2 公法研究会、東大憲法研究会 
＜憲法改正の第一の波＞ 計 17  
1953 1 渡辺経済研究所 
1954 2 自由党憲法調査会、改進党憲法調査会 
1955 2 憲法研究会、中曽根康弘「自主憲法のた
めの改正要綱私案」 
1956 2 自民党憲法調査会、大西邦敏 
1957 2 広瀬久忠、弁理事会 
1958 2 自主憲法期成青年同盟、里見岸雄 
1961 1 中曽根康弘（高度民主主義民定憲法草案） 
1962 3 大石義雄、全日本愛国団体会議、大日本
生産党憲法調査会共同意見書 
1964 1 憲法調査会報告書 
＜憲法改正消極の時代＞   
1972 1 自民党憲法調査会「憲法改正大綱草案」 
＜憲法改正の第二の波＞ 計 3  
1981 1 自主憲法期成議員同盟・自主憲法制定国
民会議 
1982 1 自民党憲法調査会中間報告 
1984 1 中川八洋 
＜憲法改正の第三の波＞ 計 19  
1991 1 西部邁 
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1994 1 読売新聞 
1996 3 木村睦男、愛知和男、新進党憲法調査会 



















ずしもそうではない。1954 年から 1957 年に至るまでの神武景気の時期は、保守政党を始
めとする改憲側が非常に活発な時期であった。この間に、自由党憲法調査会とその後の自




























憲法問題研究会は、1958 年 6 月に、岸信介内閣の憲法調査会に「抵抗」をするために、
大内兵衛、我妻栄、宮沢俊義などの日本の著名な学者約 50 人（必ずしも憲法学者ではない）
























































































                                                  
146 S.M.Lipset: Political Man: the Social Bases of Politics. Garden City, N.Y. : Doubleday, 1960  



























る影響を研究した155。      
以上の二つの理論体系はある程度統合されるべきである。まず何よりも、知識人を孤立
                                                  
148 Karl Mannheim: Ideology and Utopia. New York : Harcourt, Brace, and World, 1968. 
149 Ibid. 
150 John C Torpey: Intellectuals, Socialism and Dissent—the East German Opposition and its Legacy. 
University of Minnesota Press, 1995. 
151 “The intellectual is someone who gets involved in matters which are none of his business”. 
Jean-Paul Sartre: Between Existentialism and Marxism,NLB,1974. (A plea for Intellectuals) ? 
152 Joseph Schumpeter :Capitalism, socialism and democracy. NewYork: Haｒper and brothers,1942. 
p150.  
153 According to Vladimir Shlapentokh, former USSR scholars such as V. Dudinstev and D.Granin 
belong to this type. See Vladimir Shlapentokh: Soviet Intellectuals and Political Power―The 
Post-Stalin Era. Princeton University Press,1990. Preface,p1. 
154 David Drake: Intellectuals and politics in Post-War France. New York : Palgrave, 2002. 


































                                                  
156 See Edward Palmer Thompson:The making of the English working class. London : V. Gollancz, 
1963. 
157 See the works of the constructivism school of international relations. 
158 高見勝利『宮沢俊義の憲法学史的研究』（有斐閣、2000 年）の第四部第四章。初出は「護憲論のパトス
とロゴス――憲法問題研究会が問いかけたもの」、『思想』1987 年 5 月号。 
159 同上。 




































                                                  
161 高増傑主編『日本の社会思潮と国民情緒』北京大学出版社、2001 年。 
162 長谷川正安『憲法現代史（下）――安保と憲法』日本評論社、1981 年、489 頁。 




































                                                  


































1958 年 6 月 8 日に発足した憲法問題研究会は、大内兵衛、茅誠司、清宮四郎、恒藤恭、
宮沢俊義、矢内原忠雄、湯川秀樹、我妻栄の 8 名が発起人となり、約 50 名の学者が参加し
た。彼らは憲法、政治、経済、哲学、歴史、文学、自然科学などの分野の日本の代表的学
者であり、必ずしも憲法学者ではない。この憲法問題研究会の直接的な目標は、「専門的な
学識と国民的良識」165をもって、岸信介政府が 1957 年 8 月に作った憲法改正を目指した憲
法調査会の憲法を「特定の立場からのみ解釈」する傾向を防ぐことである。発足してから、
憲法問題研究会は、「学問的な会」と「国民のための会」166として、毎月憲法問題について
の例会を開き、研究成果を『世界』などの雑誌に発表したり、毎年 5 月 3 日の憲法記念日
に講演会を開催したり、学者の立場から世論を影響するように努力し、「戦後日本の良識支
え続けた 18 年」167を送った。研究の内容は、『憲法をいかすもの』、『憲法と私たち』、『憲



















                                                  
165 大内兵衛、茅誠司、清宮四郎、恒藤恭、宮沢俊義、矢内原忠雄、湯川秀樹、我妻栄「憲法問題研究会設
立についての勧誘状」。大内兵衛「憲法問題研究会――その目的と仕事」。憲法問題研究会『憲法を生か
すもの』岩波書店、1961 年、5 頁。 
166 大内兵衛、前掲「憲法問題研究会――その目的と仕事」、7 頁。 
167 「戦後日本の良識支え続けた 18 年――憲法問題研が解散」『朝日新聞』1976 年 4 月 23 日。 
168 同上。 
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識人の団体として、敗戦直後に発足した。1948 年 7 月 7 日、ユネスコの 8 人の社会科学者
は「戦争をひきおこす緊迫の原因に関する声明」を発表した。この声明に応じて、『世界』
編集部（当時の編集長は吉野源三郎）は 50 余人の社会科学者・自然科学者にこの声明の検











し、1961 年 3 月に解散された。解散前の 1959 年 3 月に発足した国際問題談話会は、その

















レン・D・フック「戦後日本の平和の思想の源流（国際関係思想）」（『国際政治』第 69 号、1981 年 10 月）、
五十嵐武士『対日講和と冷戦』（東京大学出版会、1986 年）、矢崎彰「『世界』と平和問題談話会」（『民

















なる恐れも存在した。この厳しい状況に対して、1947 年の第 2 回ユネスコ総会は、戦争を
起こす緊張の原因についての研究を 8 人の学者に依頼した。その 8 人の学者は下記の通り
である。 
ゴードン・W・オールポルト  （ハーヴァード大学心理学教授） 
ジルベルト・フレイレ     （ブラジル、バヒア大学社会学部教授、アルゼンチン、ブエノ
ス・アイレス大学社会学研究所教授） 
ジョルジュ・ギュルヴィッチ  （ストラスブール大学社会学教授、パリ社会学研究所理事） 
マクス・ホルクハイマ－    （ニューヨーク市、社会研究所理事） 
アルネ・ナエス        （オスロー大学、哲学教授） 
ジョン・リックマン       （医学博士、「英国医学的心理学雑誌」 “British Journal of 
Medical Psychology”主幹） 
ハリー・スタック・サリヴァン （医学博士、ワシントン精神病学専門学校評議会議長、           
「精神病学誌」’’Psychiatry, Journal for the Operational 
Statement of Interpersonal Relations”主幹） 
アレキサンダー・ソロイ        (ブタペスト大学社会学教授、ハンガリー外交問題研究所長) 













                                                  
170 「平和のために社会科学者はかく訴える――戦争をひきおこす緊迫の原因に関して、ユネスコの八人の
社会科学者によってなされた声明」『世界』1949 年 1 月号、17 頁。 
 14 
この声明に対して、1948 年 11 月から 12 月にかけて、当時の『世界』の編集長である吉
野源三郎の主唱によって、日本の代表的な学者 55 人が東京と京都で七つの部会に分けて討

































また、1949 年初頭に、まず京都平和問題懇談会が発足し、1949 年 3 月に上記の声明に署
名した 55 人によって、東西合わせて平和問題談話会が設立された。京都では恒藤恭と末川
博の二人が中心であり、東京では安倍能成と大内兵衛が中心であった。その後の会員には
                                                  
171 平和問題討議参加者氏名『世界』1949 年 3 月号、5 頁。 
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172 「講和問題についての平和問題談話会声明」『世界』1950 年 3 月号、60－64 頁。 






































このような問題意識と責任感を持ち続けたからこそ、1948 年 GHQ(General Head 








                                                  
174 吉野源三郎「編者のことば」吉野源三郎編『危機はここまで来ている』厚文社、1954 年、270－271 頁。 
175 未発表討論「『平和問題談話会』について」、1968 年 6 月 16 日、出席者：久野収、丸山真男、吉野源
三郎、石田雄、坂本義和、日高六郎。司会：緑川亨。「戦後平和論の源流――平和問題談話会を中心に」
『世界』1985 年 7 月臨時増刊（第 477 号）、19-20 頁。 
176 同上、2１頁。 


































                                                  
178 前掲、「『平和問題談話会』について」10 頁。久野収発言。 




180 前掲、「『平和問題談話会』について」16－17 頁。 
181 同上。 
182 丸山真男「サンフランシスコ講和･朝鮮戦争･六〇年安保：平和問題談話会から憲法問題研究会へ」『丸
山真男集』第 15 巻（1988－1996）岩波書店、1996 年、324 頁。 
183 前掲、「『平和問題談話会』について」21 頁。 












































                                                  
185 丸山真男、前掲「サンフランシスコ講和･朝鮮戦争･六〇年安保：平和問題談話会から憲法問題研究会
へ」325 頁。 
186 前掲、「『平和問題談話会』について」15 頁。丸山真男発言。 
187 前掲、「『平和問題談話会』について」15－16 頁。「良クな空気」という言葉が分かり難いが、原文は
そうであった。 












































                                                  
189 前掲、「『平和問題談話会』について」18 頁。久野収発言。 




1949 年 3 月号、34 頁。 






































平談会の発足を示す 1949 年 1 月の「戦争と平和に関する日本の科学者の声明」には
以下のように書かれていた。 
「われわれ日本の科学者が自ら顧みて最も遺憾に堪えないのは、われわれも夙に
                                                  
194 丸山真男、前掲、「サンフランシスコ講和･朝鮮戦争･六〇年安保：平和問題談話会から憲法問題研究会
へ」325 頁。 
195 前掲、「『平和問題談話会』について」37 頁。 
196 谷野直庸「平和問題談話会と戦後知識人：敗戦直後における知識人の思想的分岐」慶應義塾大学総合
政策学部総合政策学科 2004 年度卒業論文。 
197 前掲、「『平和問題談話会』について」23 頁。丸山真男発言。 
















者の声明」の他に、1950 年 1 月の「講和問題についての平和問題談話会声明」、1950 年 9



















                                                  
199 「戦争と平和に関する日本の科学者の声明」『世界』1949 年 3 月号、6－7 頁。 
200 いずれの文書は『世界』に発表された。具体的に、1949 年１月の「戦争と平和に関する日本の科学者
の声明」が『世界』1949 年 3 月号、1950 年 1 月の「講和問題についての平和問題談話会声明」が『世界』
1950 年 3 月号、1950 年９月の「三たび平和について－－平和問題談話会研究報告」が世界』1950 年 12
月号、1959 年 12 月の「安保改定問題についての声明」が『世界』1960 年 2 月号に掲載された。 


































                                                  
203 前掲、「戦争と平和に関する日本の科学者の声明」、8 頁。 
204 「講和問題についての平和問題談話会声明」には、「講和後の保障については、中立不可侵を希い、併
せて国際連合への加入を欲する」、「中立不可侵も国際連合への加入も、凡て全面講和を前提とすること
は明らかである」（『世界』1950 年 3 月号、64 頁）と明記した。 
205 「三たび平和について――平和問題談話会研究報告」『世界』1950 年 12 月号、40 頁。 
206 前掲、「『平和問題談話会』について」24 頁。吉野源三郎発言。 

































                                                  
208「補足：講和問題の論点」『世界』1950 年 4 月号付録。『戦後平和論の源流――平和問題談話会を中心に』
『世界』1985 年 7 月臨時増刊（第 477 号）、112－113 頁。 
209 例えば、田中美知太郎と津田左右吉。前掲、「補足：講和問題の論点」114－117 頁参照。 
210 前掲、「補足：講和問題の論点」114－117 頁参照。 

































                                                  
212 緑川亨、安江良介「平和問題談話会とその後――増刊号解説に代えて」『戦後平和論の源流――平和問
題談話会を中心に』『世界』1985 年 7 月臨時増刊（第 477 号）、68 頁。緑川亨発言。緑川亨は平談会の時
代に吉野源三郎のもとで長く仕事をし、その後『世界』編集長、岩波書店第 3 代社長などを歴任した。 
213 前掲、「三たび平和について――平和問題談話会研究報告」、23 頁。 



































                                                  
215 前掲、「三たび平和について――平和問題談話会研究報告」、28 頁。 
216 同上、29 頁。 
217 同上、30 頁。 



































                                                  
219 前掲、「三たび平和について――平和問題談話会研究報告」、46 頁。 
220 同上、49 頁。 
221 同上、52 頁。 











問題研究会」と「国際問題談話会」の二つの団体が生まれた。憲法問題研究会は 1958 年 6
月に、岸信介内閣の憲法調査会に抵抗する学者の団体という形で発足した。国際問題談話






本の科学者の声明」に署名した 55 名のうち 21 名、「講和問題についての平和問題談話会声
明」に署名した 56 名のうち 25 名、「三たび平和について」に署名した 54 名のうち 24 名、















                                                  
223 緑川亨、安江良介、前掲、「平和問題談話会とその後――増刊号解説に代えて」71 頁。緑川亨発言。 




























民主主義科学者協会（民科）は、敗戦直後の 1946 年 1 月に創立された民主主義を志向と
する日本の自然科学者・社会科学者の連合である。創立当時の民科の会員は 180 名で、そ
の後、民科の趣旨に賛成する自然科学者・社会科学者が会員となり、大勢の知識人が会員
となった。1950 年前後のピーク時において、民科の地方支部は 114 個、専門会員は 1772
名、普通会員は 8243 名存在した226。民科の機関紙としては、前後に『民主主義科学』227（1946
                                                  
225 大江健三郎・安江良介[対談]『「世界」の 40 年』岩波ブックレット 39、岩波書店、1984 年、28 頁。安
江良介発言。 
226 [付録一 民科略年表]柘植秀臣『民科と私――戦後一科学者の歩み』勁草書房、1980 年、276 頁参照。 
227 『民主主義科学』（彰考書院）は、1946 年 12 月 1 日に第六号から『社会科学』と改題して民科社会科
学部会の雑誌になり、1948 年 12 月に廃刊した。 
 29 
年 3 月 1 日創刊）、『科学者』228（1948 年 4 月 25 日創刊）、『理論』229（1954 年 6 月に第
二十三号から機関紙とした）があった。その他に、『われらの科学』230、『自然科学』231、『歴
史評論』232、『民科学術通信』233、『国民の科学』234、『世界科連ニュース』235などの雑誌が


























                                                  
228 1951 年 12 月 25 日に第四十七号から『科学文化ニュース』と改題し、1953 年 3 月 20 日に廃刊した。 
229 1947 年 2 月 1 日に哲学部会によって創刊（日本評論社）し、1955 年 1 月に廃刊した。 
230 1946 年 4 月 1 日創刊（彰考書院）。1947 年 8 月 1 日に第九号から『われらの世界』と改題し、1948 年
12 月に廃刊した。 
231 1946 年 6 月 1 日に民科自然科学部会によって創刊（霞ヶ関書房）し、1949 年 2 月に廃刊した。 
232 1946 年 10 月 1 日に民科歴史部会によって創刊（丹波書林）。201 号から「歴史科学協議会」の雑誌とな
り、現在まで存在している。 
233 1948 年 7 月創刊。廃刊年次不明。 
234 1955 年 2 月に『理論』の後継誌として民科で出版し、1956 年 2 月に廃刊した。 


































                                                  
236 「宣言」「民主主義科学者協会創立総会議事録」『民主主義科学』第一巻第一号、1946 年 3 月、93 頁。 
237 「規約」（1946 年 1 月 21 日）「民主主義科学者協会創立総会議事録」『民主主義科学』第一巻第一号、
1946 年 3 月、92 頁。 
238 「民主主義科学者協会規約」（1948 年 1 月 25 日第三回大会において改正）『社会科学』12 号、1948 年 2
月、65 頁。 
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239 「憲法問題」「第二回臨時総会議事録」『民主主義科学』第一巻第四号、86－87 頁。 






































                                                  
241 「決議」「第二回臨時総会議事録」『民主主義科学』第一巻第四号、87 頁。 





24 日、民科、文連、新日文など 60 団体は「全日本民主主義文化会議」を共催した。1948





同年 10 月 1 日、民科は幹事会の名義で「学問思想の危機に対処して」の声明を発表した。


















長として選ばれ、1950 年から 1955 年まで民科の会長を務めた。また、憲法問題研究会の
学者の中に、民科の重要役員であった人は少なくなく、現時点に確認できる限り、1946 年
に民科が創立されてから 1956 年に終止符をうつまで、合わせて 31 人の憲法問題研究会の
学者らが相次いで民科のメンバーとなり、役員であった。民科のメンバー・役員であった
憲法問題研究会の学者は下記の通りである243。 
                                                  







大河内一男 発起人・初代（1946 年度－1948 年度）幹事 
久野収 発起人 
清水幾太郎 発起人・1950 年度、1951 年度、1952 年度評議員 
名和統一 発起人・1948 年度、1949 年度、1950 年度、1951 年度、1952 年度、1955
年度評議員 
宮沢俊義 発起人 
湯川秀樹 発起人・1950 年度評議員 
横田喜三郎 発起人・初代（1946 年度－1948 年度）幹事 
鵜飼信成 1948 年度、1949 年度評議員 
大内兵衛 初代（1946 年度－1948 年度）副会長・1948 年度、1949 年度、1950 年
度、1951 年度、1952 年度、1955 年度評議員 
戒能通孝 1948 年度、1949 年度、1950 年度、1955 年度評議員 
末川博 1948 年度評議員・1949 年度副会長・1950 年度－1955 年度会長 
中村哲 1948 年度、1949 年度、1950 年度、1951 年度、1952 年度評議員 
野村平爾 1948 年度、1949 年度、1950 年度、1951 年度、1952 年度、1955 年度
評議員 
丸山真男 1948 年度、1949 年度、1950 年度、1951 年度、1952 年度評議員 
峯村光郎 1948 年度、1949 年度評議員 
辻清明 1948 年度、1949 年度、1950 年度、1951 年度、1952 年度評議員 
島恭彦 1949 年度、1951 年度、1952 年度、1954 年度幹事・1950 年度、1955
年度評議員 
浅井清信 1949 年度、1950 年度評議員・1951 年度、1952 年度幹事 
松井清 1949 年度、1955 年度評議員 
宗像誠也 1949 年度評議員 
田畑茂二郎 1950 年度、1951 年度、1952 年度評議員 
都留重人 1950 年度、1951 年度、1952 年度、1955 年度評議員 
井上清 1951 年度、1955 年度評議員・1952 年度幹事 
松田道雄 1951 年度、1952 年度評議員 
黒田了一 1954 年度幹事、1955 年度評議員 
前芝確三 1954 年度幹事、1955 年度評議員 
田畑忍 1954 年度、1955 年度評議員 
青山秀夫 会員（1946 年の会員名簿より）、1955 年度評議員 
桑原武夫 1955 年度評議員 
 35 
務台理作 1955 年度評議員 
その他に、平談会や憲法問題研究会にも深い関係のある吉野源三郎も民科の役員であっ
































                                                  






















憲法調査会は、1957 年 8 月に岸信介内閣における憲法調査審議機関として発足した。会
長は高柳賢三、副会長は山崎厳と矢部貞治であった。その任務は「日本国憲法に検討を加
え、関係諸問題を調査審議し、その結果を内閣および内閣を通じて国会に報告すること」246
と記載されていた。1964 年 7 月に最終報告書を発表した当時、その委員は 38 名であり、











                                                  
246 「まえがき」『憲法調査会報告書』憲法調査会、1964 年 7 月、1 頁。 
















この憲法調査会は 1964 年 7 月まで総会を 131 回開き、その他に委員会、部会、参考人意
見聴取、公聴会、海外調査などを行い、経費総額は 2 億 7 千万円あまりであった。1964 年
























































                                                  
249『憲法調査会報告書』、憲法調査会、1964 年 7 月、1 頁。 
250 佐藤功「占領初期における憲法論議」憲法問題研究会編『憲法を生かすもの』岩波書店、1961 年、32
頁。 
251 同上、55-56 頁。 
 39 
も政府の言い訳にほかならない。なぜならば、1946 年 10 月極東委員会が「日本の新憲法
の再検討に関する規定」を出した意図と、1950 年代にサンフランシスコ条約によって独立
回復してからの日本政府の憲法改正の意図は全く違っていたためである。 





るよう努力した。1946 年 2 月 26 日に成立した極東委員会は、3 月 6 日に日本政府が発表
した「憲法改正草案要綱」に対して不満を示したが、もう手遅れであった。仕方なく、極
東委員会は 3 月 20 日にマッカーサーに憲法草案に対する極東委員会の最終審査権の留保、
総選挙の延期などを要求し、7 月 2 日に天皇制の廃止または民主的改革などの内容を含める






















                                                  
252 「日本の新憲法の再検討に関する規定」（Provisions for the Review of a New Japanese Constitution 
(FEC Policy Decision, October 17,1946）〔憲資・総第十一号〕「帝国憲法改正諸案及び関係文書 3（連



































                                                  
253 「別記 23 『日本社会党の参加を要望する決議』に対する同党の回答（昭和 32 年 9 月 21 日）」「別記
および別表」『憲法調査会報告書』憲法調査会、1964 年 7 月、957 頁。 
254 「別記 24 『日本社会党の参加を要望する決議』に対する同党の回答についての会長談（昭和 32 年 10





































                                                  
255 宮沢俊義『全訂日本国憲法』（芦部信喜補訂）日本評論社、1978 年、792-793 頁。 
 42 




に基く憲法審議会を設置する」256ことを決定した。これにしたがって、1954 年 12 月から
鳩山内閣と日本民主党は国会に憲法審議会を設置することを提唱した。 

















作られた「憲法調査会法案」は 1956 年 3 月 29 日に衆議院で、5 月 10 日に参議院で可決さ










                                                  
256〔憲資・総第 6 号〕『憲法調査会設置に至るまでの経過概要』憲法調査会事務局、1957 年 7 月、1 頁。 
257 宮沢俊義「私はこう思う」『世界』1957 年 10 月号、104-105 頁。 




































                                                  
259 前掲、「別記 23 『日本社会党の参加を要望する決議』に対する同党の回答（昭和 32 年 9 月 21 日）」、
957-959 頁。 














憲法調査会の前史は 1954 年 3 月に発足した自由党憲法調査会に溯られる。この自由党憲
法調査会は鳩山（一郎）･吉田（茂）会談に基づいた鳩山の自由党復帰とともに作られ、憲

















氏名 時間 テーマ 
宮沢俊義 
（東京大学教授・憲法学） 
1954年 5月 24日 
午後 3：10－5：00 首相官邸 
自由党憲法調査会総会 
日本国憲法の性格と改正論 
                                                  
261 前掲、『憲法調査会報告書』、3-４頁。 
262 同上、4 頁。 
263 自由党憲法調査会編『日本国憲法の性格と問題点（特別資料 2）』（自由党憲法調査会、1954 年 6 月）
1-41 頁、『国会制度と内閣制度（特別資料 3）』（自由党憲法調査会、1954 年 7 月）1-30 頁、『民事法より




1954年 6月 29日  




 附 現行憲法の問題点 
我妻栄 
（東京大学教授・民法学） 
1954年 9月 22日 










人が参考人となった日時に注意すべきである。自由党憲法調査会は 1954 年 3 月に発足した
が、「全面改憲」という結論が出されたのは同年の 9 月であった。この三人が招かれた日時





















                                                  










































（3）1954 年 9 月 22 日に、我妻栄は自由党憲法調査会第四分科会で、参考人として憲法
                                                  
265 前掲、『日本国憲法の性格と問題点（特別資料 2）』、24 頁。 
266 同上、20 頁。 
267 同上、17 頁。 
268 同上、22 頁。 
269 自由党憲法調査会編『国会制度と内閣制度（特別資料 3）』自由党憲法調査会、1954 年 7 月、5 頁。 


































                                                  
271 自由党憲法調査会編『民事法より見たる憲法改正問題（特別資料 12）』自由党憲法調査会、1954 年 10
月、11 頁。 
272 同上、17 頁。 
273 同上、26 頁。 


































                                                  
275 宮沢俊義、前掲、「私はこう思う」、103 頁。 
276 同上、103-104 頁。 
277 同上、104-105 頁。 
278 我妻栄「憲法調査会長」我妻栄『法律随想』有斐閣、1963 年、50 頁。 


















氏名 憲 法 調 査












茅誠司 学 識 経 験
者 た る 委
員 
1957.7.30 1957.12.17 辞職 ―― 会員・発起人 
真野毅 学 識 経 験








佐藤功 専門委員 1959.10.20 ―― ―― ―― 会員・世話人 
 
蠟山政道282 学 識 経 験 1957.7.30 ―― ―― 改 正 を 招請されたが
                                                  
280 我妻栄「研究会を作った狙い」我妻栄『民法と五十年』有斐閣、1967 年、272 頁。 
281「別表 1 委員の異動状況」『憲法調査会報告書』（憲法調査会、1964 年）と、大内兵衛「憲法問題研究
会――その目的と仕事」憲法問題研究会編『憲法を生かすもの』（岩波書店、1961 年）により作成。 














学 識 経 験
者 た る 委
員 












真野が憲法調査会の委員となったのは 1958 年 7 月であった。つまり、彼は憲法問題研究会
のメンバーになってから憲法調査会のメンバーとなったのである。憲法調査会において、
真野は、国民の権利義務および司法に関する事項を担当する第一委員会委員長（1958 年 9















                                                  





284 前掲、『憲法調査会報告書』、28 頁。 
285 佐藤功「報告書についての感想」〔『憲法調査会報告書』解説〕『法律時報』1964 年 8 月臨時増刊（第 36
























立した。1958 年 5 月 28 日、大内兵衛（法大総長）、茅誠司（東大総長）、清宮四郎（東北
大教授）、恒藤恭（大坂市大名誉教授）、宮沢俊義（東大教授）、矢内原忠雄（東大名誉教授）、










                                                  
286 「真野毅委員の意見」〔憲法調査会報告書付属文書第一号〕『憲法調査会における各委員の意見』憲法調















いての例会を開き、研究成果を『世界』などの雑誌に発表し、また毎年 5 月 3 日の憲法記


















                                                  
287 大内兵衛、茅誠司、清宮四郎、恒藤恭、宮沢俊義、矢内原忠雄、湯川秀樹、我妻栄「憲法問題研究会
設立についての勧誘状」大内兵衛「憲法問題研究会――その目的と仕事」憲法問題研究会編『憲法を生
かすもの』岩波書店、1961 年、４－5 頁。 
288 大内兵衛「憲法問題研究会――その目的と仕事」憲法問題研究会編『憲法を生かすもの』岩波書店、
1961 年、7 頁。 





1958 年 6 月 8 日に、憲法問題研究会は正式に発足した。それ以来、憲法問題研究会は「学
























1958 年 5 月 28 日、大内兵衛（法大総長）、茅誠司（東大総長）、清宮四郎（東北大教授）、
恒藤恭（大坂市大名誉教授）、宮沢俊義（東大教授）、矢内原忠雄（東大名誉教授）、湯川秀


























山政道の場合は、5 月 30 日に参加を断り、その理由として次のように述べている。「私は現
在、憲法調査会の委員をしており、憲法調査会の仕事だけで手いっぱいなので憲法問題研
究会への参加は断った」291。一方、中川善之助の場合は、「当初、参加を予定していたが蝋







そして、1958 年 6 月 8 日に憲法問題研究会の創立総会は東京神田学士会館で開かれた。
「京都では、別に会合を開いて関西側の会員をきめたが、この日はその人々を代表して二、
                                                  
290 「大内法大総長ら発起で『憲法問題研究会』（仮称）設ける」より。『朝日新聞』1958 年 5月 30 日。 
291 「蝋山氏は参加断る」『朝日新聞』1958 年 5 月 31 日。 
292 「世話人代表に大内氏 憲法問題研究会の初総会」『読売新聞』1958 年 6 月 9 日。 
293 「中川教授も正式に断る」『毎日新聞』1958 年 6 月 9 日。 
294 「宮沢俊義氏――このほど解散した憲法問題研究会の長老」『法学セミナー』1976 年 7 月号、2-3 頁。 
 55 































                                                  
295 大内兵衛「憲法問題研究会――その目的と仕事」憲法問題研究会編『憲法を生かすもの』岩波書店、
1961 年、7 頁。 
296 憲法問題研究会の創立総会についての報告（1958 年 6 月 30 日）、一橋大学経済研究所所蔵都留重人寄
贈資料、N－②－5／2。 
297 大内兵衛、前掲、「憲法問題研究会――その目的と仕事」、7 頁。 
298 同上。 












































名前 鵜 飼 信 我妻栄、 高 木 八 大 内 兵 家 永 三 松田道雄 清水幾太
                                                  
300 憲法問題研究会会計報告（1959 年 1 月－6 月、1961 年 7 月－12 月、1962 年 1 月－12 月）（一橋大学
経済研究所所蔵都留重人寄贈資料、N－②－5／14）より。なお、1960 年 11 月に創刊された『法律時報
資料版』が 1961 年 12 月に No.15 で休刊したため、憲法問題研究会の稿料収入は 1962 年 2 月より中断
した。 
301 我妻栄、前掲、「憲法を国民のものに――開会の辞」、183 頁。 
302 丸山真男「サンフランシスコ講和･朝鮮戦争･六〇年安保――平和問題談話会から憲法問題研究会へ」。












































































人数 7 14 9 8 11 2 4 



































                                                  
304 黒田了一、大宮武郎『護憲の論理――改憲論にひそむ反動性批判』法律文化社、1965 年、259 頁。 










































比例 10％ 16％ 45％ 29％ 
以上の表から、研究会の発足当時、50 代－70 代のメンバーが約 7 割を占め、約四分の一
のメンバーが 60 代以上であったことが分かる。最年少のメンバー佐藤功でさえ 43 歳であ




バーは 52 人であったのが、その後、二、三の移動があり、1961 年初のメンバーは次のよ
うになった306。 







                                                  





成立直後と比べると、1961 年に関東では 2 人が減り、関西では 5 人増えた。関東の場合
は、茅誠司が東大総長として多忙であるので 1960 年 4 月に研究会をやめた307。横田喜三郎
















つまり、1961 年と比べると、今度は関東が 2 人減り、関西はまた 1 人増えた。関東では、
矢内原忠雄が 1961 年 12 月 25 日に逝去し、清水幾太郎が退会した。現時点での資料的限界
のため、清水の具体的な退会日時は確認できないが、1964 年 5 月 3 日の憲法問題研究会「声






                                                  
307 辻清明「憲法問題研究会の存在」より。『ジュリスト』1964 年 1 月 1 日（No.289）、285 頁。 
308 横田喜三郎『私の一生』（東京新聞出版局、1976 年）における横田喜三郎年表より。 
309 宮沢俊義「enlightened despot」有泉亨ほか編『追想の我妻栄――険しく遠い道』一粒社、1974 年、93
頁。 
310「憲法問題研究会会員名」憲法問題研究会編『憲法読本（下）』岩波書店、1965 年、197 頁。 
311 大内兵衛「憲法はいま改めるべきでない」における「東京憲法問題研究会会員名」に参照。『世界』1964
年 6 月号、32 頁。 
 60 
しもでている」312ため、少し拡大した。これに対して、関東本部の場合は、1962 年 5 月 19
日の第 44 回月例会で「新会員参加については本部としても考慮してよい事項である」313と


























                                                  
312 憲法問題研究会第 44 回例会〈議事〉（1962 年 5 月 19 日）、立教大学宮沢俊義文庫、資料Ｃ21「憲法第 9
条」、No.3、7 頁。 
313 同上。 
314 憲法問題研究会第 45 回例会〈議事〉（1962 年 6 月 9 日）、立教大学宮沢俊義文庫、資料Ｃ21「憲法第 9
条」、No.5、9－10 頁。 
315 我妻栄「研究会を作った狙い」我妻栄『民法と五十年』（有斐閣、1967 年）、273 頁。 
316 同上。 
317 大内兵衛「憲法問題研究会への疑問に答える」『週刊朝日』1958 年 6 月 15 日号、14 頁。「家族会議」と










1958 年 5 月 30 日、大内兵衛、宮沢俊義、我妻栄を始めとする憲法問題研究会の発起人
たちは学士会館で研究会の発足準備の打合わせを行った。その後、大内、宮沢、我妻は記

























                                                  
318 「政治的結果やむなし 研究は学問を中心に 憲法研究会大内氏ら語る」『日本経済新聞』1958 年 5 月
31 日。 






























りした。結局、警察約 40 人が出動し、赤尾らを退去させた。研究会の会合は約 30 分間遅
れてしまったが、学者たちは「『意に介さぬ』といった風の態度をとったのは立派であった」
326と評価された。 
                                                  
320 「“政治的の意図はない” 憲法問題研究会 運営方針を協議」『読売新聞』1958 年 5 月 31 日。 
321 「大内法大総長ら発起で 『憲法問題研究会』（仮称）設ける」『朝日新聞』1958 年 5 月 30 日。 
322 同上。 
323 「“曲学阿世”だとはいわぬが」『日本経済新聞』1958 年 5 月 31 日。 
324 同上。 
325 大日本愛国党のアジピラ（1958 年 6 月）、一橋大学経済研究所所蔵都留重人寄贈資料、N－②－5／14。 


































                                                  
327 「憲法研究会のスポンサーは？」『読売新聞』1958 年 5 月 31 日。 
328 「“政治的の意図はない” 憲法問題研究会 運営方針を協議」『読売新聞』1958 年 5 月 31 日。 
329 「憲法研究会に政府シブイ顔」『毎日新聞』1958 年 5 月 31 日。 
330 同上。 









その後、憲法問題研究会の 1958 年 6 月 8 日の初会合、6 月 12 日の第二回例会、6 月 22
日の関西支部会合などの動向はまた脚光を浴びた。1958 年の後半に至るまで、憲法問題研
究会の話題はまた続々と新聞に登場した。1958 年 6 月 12 日、憲法問題研究会は第二回例























                                                  
332 前掲、「“曲学阿世”だとはいわぬが」。 
333 「解説 憲法調査会に打撃 学者グループの『研究会』結成」『日本経済新聞』1958 年 5 月 31 日。 
334 「改憲・護憲を分析 学者グループ憲法問題研究会 12 日に例会」『朝日新聞』1958 年 6 月 23 日。 






























また、大内兵衛は、1958 年 6 月 15 日の『週刊朝日』に掲載された「憲法問題研究会へ
の疑問に答える」という文章の中で、憲法問題研究会の目標を更に明確にした。彼は、日
                                                  
336 「投書 憲法問題研究会に思う」『毎日新聞』1958 年 6 月 1 日。 
337 同上。 
338 我妻栄「憲法問題研究会について――発起人となった心境」『毎日新聞』1958 年 6 月 6 日。 
339 同上。 





































                                                  
343 大内兵衛「憲法問題研究会への疑問に答える」『週刊朝日』1958 年 6 月 15 日号、12 頁。 
344 同上、13 頁。 
345 同上。 
346 同上、14 頁。 



















存在自体が見逃せない政治的意義を有したのである。研究会が発足した 4 ヵ月後、1958 年

















                                                  
349 大内兵衛、前掲、「憲法問題研究会への疑問に答える」、14 頁。 






































                                                  
351 辻清明「憲法問題研究会の存在」『ジュリスト』1964 年 1 月 1 日（No.289）。285 頁。 
352 前掲、憲法問題研究会第 45 回例会〈議事〉（1962 年 6 月 9 日）、10 頁。 
353 佐藤功「憲法問題研究会の回顧」『ジュリスト』1976 年 7 月 15 日（No.617）、111 頁。 
354 池田政章へのインタビュー（2007 年 8 月 30 日、石神井町）より。 
355 「憲法研究会関西支部初会合」『毎日新聞』1958 年 6 月 23 日。 
356 大阪市立大学大学史資料室所蔵末川博関係資料、18-18、日記（1962 年）。 

















第二回  佐藤功  「憲法調査会における審議の経過」 
     鵜飼信成 「憲法改正案の検討」  1958 年 7 月 12 日 
第三回  中村哲  「憲法擁護運動の経過」 
     城戸又一 「国民の憲法意識の変遷」  1958 年 9 月 13 日 
第四回  久野収  「日本国憲法の倫理学」  1958 年 10 月 11 日 
第五回  宮沢俊義 「上杉･美濃部両博士の憲法論争」  1958 年 11 月 8 日 
第六回  入江啓四郎「安保条約改訂問題」  1958 年 12 月 13 日 
第七回  真野毅  「最高裁の取扱った憲法問題」  1959 年 1 月 17 日 
第八回  家永三郎 「明治十年代の憲法思想」 1959 年 2 月 14 日 
第九回  野村平爾 「ILO 条約批准と憲法問題」  （時間不明） 
第一〇回 中野好夫 「国民の憲法意識に関する調査について」  1959 年 4 月 18 日 
第一一回 佐藤功  「占領初期における政党その他の帝国憲法改正案と世論の動向」  
                                                  
358 佐藤功「憲法問題研究会の回顧」『ジュリスト』1976 年 7 月 15 日（No.617）、111－112 頁。 
359 野村平爾『民主主義法学に生きて』日本評論社、1976 年、246 頁。 
360 大内兵衛「憲法問題研究会――その目的と仕事」憲法問題研究会編『憲法を生かすもの』、岩波書店、
1961 年、9 頁。 
361 竹内好「改憲問題の展望」。憲法問題研究会編『憲法読本（下）』岩波書店、1965 年、145 頁。 









1959 年 5 月 9 日 
第一二回 我妻栄  「家族制度に関する憲法改正案について」  1959 年 6 月 13 日 
第一三回 宗像誠也 「教育行政権と価値観」  1959 年 7 月 11 日 
第一四回 戒能通孝 「警察権について」  1959 年 9 月 12 日 
第一五回 清水幾太郎「安保改訂阻止の運動」  1959 年 10 月 24 日 
第一六回 我妻栄 「安保問題を取り上げた理由の説明」 
     佐藤功 「安保改定問題について」  1959 年 11 月 14 日 
第一七回 我妻栄、佐藤功、辻清明  世話人会の話し合いの内容の説明   1959 年 12
月 5 日 
第一八回 大内兵衛、辻清明  講演会の報告  1960 年 1 月 9 日 
第一九回 佐藤功・入江啓四郎「砂川事件判決について」  1960 年 2 月 6 日 
第二〇回 竹内好  「日中関係と中国問題」  1960 年 3 月 5 日 
第二一回 大河内一男「日本における労働組合運動をめぐる問題」  1960 年 4 月 9 日 
第二二回 辻清明 「声明の事情報告」 
宮沢俊義 「中国の文字改革について」  1960 年 5 月 14 日 
緊急集会 （テーマ不明）  1960 年 6 月 6 日 
第二三回 谷川徹三 「天皇制について」 1960 年 6 月 10 日 
第二四回 有沢広巳 「貿易自由化と日本経済」  1960 年 7 月 9 日 
第二五回 峯村光郎 「三井争議と労働基本権」  1960 年 9 月 17 日 
第二六回 大河内一男「訪米報告――アメリカの労働基本権」  1960 年 10 月 8 日 
第二七回 大内兵衛 「社会保障制度の諸問題」  1960 年 11 月 12 日 
第二八回 入江啓四郎・高木八尺「ケネディ政権とアメリカの対日外交」 
1960 年 12 月 10 日 
第二九回 中野好夫 「自衛隊について」  1961 年 1 月 14 日 
第三十回 家永三郎 「教科書検定の最近の動向について」  1961 年 2 月 11 日 
第三一回 務台理作 「教育基本法の制定をめぐって」 
南原繁 「新教育制度制定の事情」 1961 年 3 月 11 日 
第三二回 清宮四郎 「憲法の変遷について」  1961 年 4 月 8 日 
第三三回 菊池勇夫 「憲法と労働基本権」  1961 年 5 月 13 日 
第三四回 佐藤功 「憲法調査会の近況」  1961 年 6 月 10 日 
第三五回 佐藤功 「憲法調査会の近況」（二）  1961 年 7 月 8 日 
第三六回 佐藤功 「憲法調査会の近況」（三）  1961 年 9 月 30 日 
第三七回 久野収 「憲法九条の思想史的意義について」  1961 年 10 月 28 日 
第三八回 久野収 「憲法九条をめぐるアメリカ側の不戦思想」  1961 年 11 月 25 日 
第三九回 入江啓四郎「国際紛争の平和的解決と武力的解決」 1961 年 12 月 16 日 
第四十回 南原繁 「憲法第九条の問題」  1962 年 1 月 13 日 
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第四一回 大内兵衛 「憲法九条修正に反対する私の理由」  1962 年 2 月 10 日 
第四二回 中村哲 「戦争放棄に関する各国憲法の比較」  1962 年 3 月 10 日 
第四三回 我妻栄  「終戦直後の東大憲法研究委員会について」  1962 年 4 月 14 日 
第四四回 戒能通孝 「国際関係と第九条」  1962 年 5 月 19 日 
第四五回 家永三郎 「憲法前文における平和主義の思想について」  1962 年 6 月 9 日 
第四六回 都留重人 「憲法第九条と日本の安全保障」 1962 年 7 月 14 日 
第四七回 九条内規案の討議  1962 年 9 月 8 日 
第四八回 九条内規案の討議  1962 年 10 月 20 日 
第四九回 久野収 「基本的人権と公共の福祉」  1962 年 11 月 10 日 
第五十回 大内兵衛 「社会主義社会における国家と個人」  1962 年 12 月 8 日 
第五一回 佐藤功 「基本的人権に関する憲法調査会の論議」  1963 年 1 月 19 日 
第五二回 江上不二夫 「科学研究基本法」  1963 年 2 月 9 日 
第五三回 戒能通孝 「人権の担当能力」  1963 年 3 月 9 日 
第五四回 家永三郎 「学問の自由・特に大学管理制度との関係について」 1963 年 4 月
20 日 
第五五回 有沢広巳 「独占禁止法緩和論と産業界」  1963 年 6 月 15 日 
第五六回 佐藤功 「日本国憲法についてのアメリカの学者の見解」  1963 年 7 月 13
日 
第五七回 （テーマ不明）  1963 年 
第五八回 憲法調査会における十八委員の改憲意見書について  1963 年 11 月 16 日 
第五九回 高柳改憲意見批判書  1963 年 12 月 14 日 
第六十回 佐藤功 「最終報告書の起草をめぐる動きと将来の問題点」  1964 年 2 月 8
日 
第六一回 声明文と今後の活動・討議  1964 年 3 月 14 日 
第六二回 佐藤功 「憲法第三章の問題点」  1964 年 4 月 18 日 
第六三回 久野収 「マックス・シェラーの『平和の理念と平和主義』について」  1964
年 5 月 16 日 
第六四回 第九条改定に対するわれわれの態度  1964 年 6 月 13 日 
第六五回 小林直樹 「改憲問題に関する世論」  1964 年 7 月 11 日 
第六六回 我妻栄 「日本国憲法における司法権・臨時司法制度調査会の答申をめぐって」  
1964 年 9 月 26 日 
第六七回 丸山真男 「憲法第九条をめぐる原理的諸問題」  1964 年 10 月 31 日 
第六八回 「憲法第九条をめぐる原理的諸問題」をめぐっての討議  1964 年 11 月 14 日 
第六九回 佐藤功 「憲法と条約（憲法の立場から）」  1964 年 12 月 19 日 
第七十回 入江啓四郎 「憲法と国際法」  1965 年 1 月 16 日 
第七一回 野村平爾 「労働基本権に関する最近の傾向」  1965 年 2 月 13 日 
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第七二回 渡辺洋三 「公共の福祉と財産権」  1965 年 3 月 13 日 
第七三回 菊池勇夫 「公共の福祉と社会権」  1965 年 4 月 10 日 
第七四回 戒能通孝 「公共の福祉と財産権との問題」  1965 年 5 月 8 日 
第七五回 日本国憲法第三章の検討  1965 年 6 月 12 日 
第七六回 城戸又一 「報道の自由」  1965 年 7 月 10 日 
第七七回 佐藤功 「改憲問題の状況と研究会の今後の進め方」  1965 年 10 月 9 日 
第七八回 「改憲問題の状況と研究会の今後の進め方」（前回の続）  1965 年 11 月 6 日 
第七九回 高野雄一 「日韓条約の国際法的基盤」  1965 年 12 月 11 日 
第八十回 家永三郎 「教科書検定訴訟について」  1966 年 2 月 12 日 
第八一回 我妻栄 「裁判を受ける権利・憲法三二条」  1966 年 3 月 19 日 
第八二回 坂本義雄 「ベトナム戦争と日本の立場」  1966 年 4 月 23 日 
第八三回 竹内好 「解放区とは何か――ベトナム戦争に関連して」   
1966 年 5 月 14 日 
第八四回 内田健三 「1970 年と自由民主党」  1966 年 6 月 11 日 
第八五回 久野収 「ベトナム戦争をめぐる各種声明の内容分析」  1966 年 7 月 9 日 
第八六回 古井喜実 「中国の現状と日中関係」  1966 年 10 月 8 日 
第八七回 浜渕修三 「ベトナム戦争の現状」  1966 年 12 月 10 日 
第八八回 中村哲 「神話と国家祭祀の復活」  1967 年 1 月 14 日 
第八九回 宗像誠也 「ILO、UNESCO の教師の地位に関する勧告」   
1967 年 2 月 11 日 
第九十回 辻清明 「政治資金の規制について」  1967 年 3 月 11 日 
第九一回 惠庭裁判  1967 年 4 月 8 日 
第九二回 我妻栄 「朝日訴訟判決」  1967 年 6 月 10 日 
第九三回 小林直樹 「公安条例と憲法」  1967 年 7 月 8 日 
第九四回 中野好夫 「沖縄返還論をめぐって」  1967 年 9 月 23 日 
第九五回 憲法問題の話し合いと 5 月 3 日講演会のスケジュール  1968 年 3 月 16 日 
第九六回 今後の会の持ち方の相談   
第九七回 会の運営について 
第九八回 戒能通孝 「欠席裁判の問題点」  1970 年 2 月 14 日 
第九九回 佐藤功 「復帰準備の法制面」  1970 年 4 月 11 日 
第一〇〇回 小林直樹 「日本国憲法の現状」  1970 年 6 月 13 日 
第一〇一回 家永三郎 「教科書裁判について」  1970 年 11 月 7 日 
第一〇二回 近藤綸二 「最近の司法権の動向について」  1971 年 2 月 13 日 
第一〇三回 長谷部茂吉 「司法の独立をめぐる今日の諸問題」  1971 年 4 月 17 日 
第一〇四回 中野好夫 「沖縄返還協定をめぐる問題」  1971 年 7 月 3 日 
第一〇五回 憲法施行二五周年で記念講演をするか  1972 年 1 月 22 日 
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第一〇六回 例会再開の件について  1973 年 2 月 10 日 
第一〇七回 大野正男 「沖縄密約文書事件」  1973 年 4 月 21 日 
第一〇八回 会の今後の方針について  1973 年 12 月 3 日 
第一〇九回 会の今後について  1974 年 11 月 30 日 
第一一〇回 会の今後について  1975 年 4 月 21 日 
第一一一回 「解散の辞」の件  1976 年 4 月 17 日 
[関西] 
第一回  黒田了一 「憲法改正をめぐる諸問題」  1958 年 8 月 2 日 
第二回  大西芳雄 「旧憲法および新憲法における天皇制」  1958 年 9 月 6 日 
第三回  佐伯千仞 「憲法における刑事手続規定」  1958 年 10 月 4 日 
第四回  田畑忍  「戦争放棄」  1958 年 11 月 8 日 
第五回  恒藤恭  「日本国憲法と国民倫理」 
第六回  田畑茂二郎「現行安保条約の成立事情と問題点」 
第七回  前芝確三 「安保条約改定の最近における動向」  1959 年 2 月 7 日 
第八回  名和統一 「安保条約改定交渉の経済的背景」 
第九回  島恭彦  「戦後日本の軍事費」 
第一〇回 浅井清信 「最近の最高裁判例と争議権」 
第一一回 末川博  「戦後日本を動かした力」 
第一二回 岡本清一 「最近の神社崇拝と天皇制」 
第一三回 貝塚茂樹 「アメリカ滞在感想」 
第一四回 松田道雄 「松川判決と憲法」 
第一五回 松井清  「安保改訂をめぐる経済事情」 
第十六回 桑原武夫 「インドネシア見聞記」 
第十七回 猪木正道 「ワイマール憲法の没落」 
第十八回 河野健二 「フランス憲法史の問題点」 
第十九回 磯村哲  「天皇主権説の機関説」 
第二〇回 黒田了一 「外国の憲法と比較してみた日本国憲法」 
第二一回 森義宣  「ヨーロッパの選挙」  1961 年 5 月 6 日 
第二二回 青山秀夫 「今の日本経済の問題点」 
第二三回 井上清  「東洋学会、国際歴史学会に出席して」 
第二四回 黒田了一 「憲法調査会の活動概観」 

































できるものとしては、都合 20 の講演会、開会・閉会の辞を含めて、延べ 85 名の会員によ
る講演記録が、現在、われわれの手元に残されている」368。彼によると、「東京で開かれた
                                                  
364 松沢弘陽教授が唄幸一（我妻栄文庫の建設を担当）と岩波書店の関係者に取材した結果である。松沢
弘陽教授へのインタビュー（2006 年 9 月 23 日、電話で）と、彼による 2006 年 12 月 11 日の筆者宛て
の手紙に参照。 
365 高見勝利へのインタビュー（2006 年 5 月 12 日、早稲田大学）より。 
366 我妻栄「私たちの役割」『世界』1959 年 7 月号、227 頁。 




憲法記念講演会のほかに、1960 年 1 月 15 日の『安保問題講演会』、同年 6 月 12 日の『民
主主義を守る講演会』、1963 年 5 月 3 日の『京都・憲法記念講演会』も含まれる」；講演記
録の場合は、「1969 年の中野好夫の講演『沖縄随想』は、同年 6 月号『世界』掲載の論文
『沖縄で感じたこと三、四』と重複するとして、講演記録に収録されていないが、右の論
文も 85 のうちに数えた。なお、『世界』以外に掲載された講演記録はつぎの二つである。
1959 年の桑原武夫の講演『私たちの憲法』法学セミナー40 号 2 頁以下（1959 年 7 月）、1963
年の久野収の講演『憲法第九条の論理について』法学セミナー90 号 8 頁以下（1963 年 9
月）」369。 
しかし、現存の資料で確認できるところで、憲法問題研究会による講演会は、高見の言
ったものの他に、関西での講演会がまた 2 回あり、合わせて少なくとも 22 回があった。講
演記録は、中野好夫の前掲の論文を含めば、『世界』に掲載されたのが 86 件あり、『法学セ


































                                                                                                                                                 
には「85 名」の会員がおらず、上記のことは「85 件の講演記録」であるはずである。 































































































ー』1963 年 9 月号） 
憲法記念講演会 
（第六回） 





























































































































































（『世界』1973 年 7 月号 憲法記念講演会
から） 
我妻栄「尊属殺と違憲判決」 










（『世界』1974 年 8 月号 憲法記念講演会
から） 
辻清明「憲法と地方自治」 
























憲法研究会が 18 年の間に出した声明は以下の通りである371。 
1958 年 5 月 28 日  「憲法問題研究会設立についての勧誘状」 
1960 年 5 月 3 日  「声明」（安保改定に際して） 
1960 年 6 月 20 日  「声明」（ふたたび安保改定に際して） 
1964 年 5 月 3 日  「声明」（憲法調査会最終報告書提出に際して） 
1970 年 6 月 20 日  「声明」  
1976 年 4 月 21 日  「憲法問題研究会の解散にあたって」 
平談会と違って、声明は研究会の啓蒙活動の一番重要な形ではない。研究会は主に上述
の１）－４）の活動に集中した。しかし、憲法問題研究会は最初から現実政治への緊迫感












                                                  
371 その他に、1964 年 5 月 3 日の『朝日新聞』の報道（「憲法改定に反対声明 憲法問題研究会関西支部」）
によると、憲法問題研究会関西支部は 1964 年 5 月 2 日に「憲法改定に反対する声明」を発表した。 


































                                                  
373 戒能通孝「『憲法を生かすもの』 現在の時点にもとづく憲法の正しいあり方」『読売新聞』1961 年 3
月 30 日（夕刊）。 

































                                                  
375 同上。 
376 我妻栄「国民の権利か国民の義務か」『世界』1964 年 6 月号、18 頁。 
377 城戸又一「言論の自由と新聞の自由」（1963 年 5 月 3 日、「憲法記念講演会」）『世界』1963 年 7 月号、
200 頁。 



















付はなかったが、内容から見れば、この文書は 1962 年 8 月頃作成された可能性が極めて高
いと考えられる。その証拠としては、まず、この文書が何回かの討議結果によって構成さ
れ、1962 年 7 月に行われた研究会第 46 回例会までの討議結果をも含めている。そして、














                                                  
379 我妻栄、前掲、「国民の権利か国民の義務か」、15 頁。 






































                                                  
382 「憲法第九条について」（憲法問題研究会討議資料）（日付けなし）。立教大学宮沢俊義文庫、資料Ｃ21
〔憲法第 9 条〕、No.1、1 頁。 



































                                                  
384 前掲、「憲法第九条について」（憲法問題研究会討議資料）、2 頁。 

















































































































                                                  
389 前掲、「憲法第九条について」（憲法問題研究会討議資料）、6 頁。 




































                                                  
391 前掲、「憲法第九条について」（憲法問題研究会討議資料）、７頁。 
392 同上、8 頁。 




































                                                  
394 前掲、「憲法第九条について」（憲法問題研究会討議資料）、10 頁。 






































































                                                  
396〔対談〕安江良介、緑川亨「平和問題談話会とその後」『世界』1985 年 7 月臨時増刊（第 447 号）、72 頁。
緑川亨発言。  





































                                                  
399 宮沢俊義「憲法改正と再軍備」『世界』1952 年 5 月号、28 頁。 
400 同上、32 頁。 


































                                                  
402 桑原武夫「私たちの憲法」『法学セミナー』1959 年 7 月号、3 頁。 
403 宮沢俊義、前掲、「憲法改正と再軍備」、28 頁。 
404 宮沢俊義、前掲、「憲法改正についての考え方」、24 頁。 
405 同上、21－22 頁。 



































                                                  
407 宮沢俊義、前掲、「憲法改正についての考え方」、24 頁。下線したところは宮沢が傍点したところであ
る。 
408 同上、27 頁。下線したところは宮沢が傍点したところである。 



































                                                  
410 宮沢俊義「『うまれ』よる差別」憲法問題研究会編『憲法を生かすもの』岩波書店、1961 年、197 頁。  
411 宮沢俊義「科学の価値」『世界』1967 年 6 月号、27 頁。 


































                                                  
413 宮沢俊義「議会主義を守るために」『世界』1960 年 8 月号、360 頁。 
414「羽田事件」と呼ばれる事件はいくつかがあるが、ここで宮沢が言った「羽田事件」とは、1960 年 6 月
10 日の「ハガチー事件」（米大統領新聞係秘書ハガチーが来日した時、羽田空港でデモ隊に包囲された
事件）である。 



































                                                  
416 高見勝利、前掲、『宮沢俊義の憲法学史的研究』124－134 頁に参照。 
417 佐藤功より。「口述後の質疑応答」入江俊郎（述）『日本国憲法成立の経緯』（憲資・総第四十六号）、




































                                                                                                                                                 
性を説明する憲法学説に発展させたのは宮沢俊義であった。 
419 高見勝利、前掲、『宮沢俊義の憲法学史的研究』315－335 頁に参照。 
420 小山勝義『八月革命説と日本国憲法成立の法的説明』星雲社、2004 年、78 頁。 







































































                                                  
422 高増傑主編『日本の社会思潮と国民情緒』（北京大学出版社、2001 年）に参照。 
423 江藤淳「戦後知識人の破産」（江藤淳『1946 年憲法――その拘束』、文芸春秋、1980 年）に参照。 
424 猪木正道『私の二十世紀：猪木正道回顧録』世界思想社、2000 年、309 頁。 



































                                                  
426 丸山真男「憲法第九条をめぐる若干の考察」丸山真男『後衛の位置から――「現代政治の思想と行動」
追補』未来社、1982 年、24 頁。 
427 同上、29 頁。下線したところは丸山が傍点したところである。 
428 同上、29 頁。 
































                                                  
430 丸山真男、前掲、「憲法第九条をめぐる若干の考察」、53 頁。 
431 『憲法調査会報告書』憲法調査会、1964 年 7 月、493 頁。 
432 同上。 
433 同上。 
434 丸山真男、前掲、「憲法第九条をめぐる若干の考察」、31 頁。 
435 高柳賢三「憲法調査会の憲法論議の思想的背景」『ジュリスト』1964 年 11 月 1 日号、38 頁。 
436 丸山真男、前掲、「憲法第九条をめぐる若干の考察」、32 頁。 
































                                                  
438 同上、33－34 頁。 
439 同上、34 頁。下線したところは丸山が傍点したところである。 
440 同上。 







































                                                  
446 丸山真男、前掲、「憲法第九条をめぐる若干の考察」、40 頁。 
447 同上、40－41 頁。下線したところは丸山が傍点したところである。 
448 同上、56 頁。下線したところは丸山が傍点したところである。 
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憲法問題研究会のメンバーとして、清水幾太郎が残した唯一の文献は、1960 年 1 月号の
『世界』に載せた「安保反対運動の現状――憲法問題研究会における報告」である。これ
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の距離感を置き、研究会の方針と行動にあまり賛同しなかったようである。1975 年 6 月号
                                                  



































                                                  
493 清水幾太郎「安保の日誌」『清水幾太郎著作集』14、講談社、1993 年、440 頁。 
494 同上。 
495 清水幾太郎、前掲、「安保の日誌」、440 頁。 




































                                                  






































                                                  
499 清水幾太郎「六〇年代について」『清水幾太郎著作集』11、講談社、1993 年、298 頁。 
500 清水幾太郎、前掲、「安保の日誌」、464－465 頁。 
































                                                  
502 清水幾太郎、前掲、「安保の日誌」、444 頁。 
503 〔安江良介氏に聞く〕「『六〇年安保』をめぐって」毎日新聞社編『岩波書店と文芸春秋――「世界」、
「文芸春秋」に見る戦後思潮』、毎日新聞社、1996 年、213 頁。 
504 山田敬男「清水幾太郎の戦後における思想変節の軌跡」『季刊 科学の思想』通号 45、1982 年 7 月、160
頁。 
505 小熊英二「清水幾太郎――ある戦後知識人の軌跡」神奈川大学評論ブックレット 26、御茶の水書房、
2003 年、79 頁。 

















れて来る。『2 月 7 日（土） 安保の会。』『3 月 12 日（木） ……（中略）南博、日高六郎


















                                                  
507 清水幾太郎「安保前夜」、『清水幾太郎著作集』14、講談社、1993 年、338 頁。 

































                                                  
509 清水幾太郎「『節操』と経験――『あとがき』に代えて」清水幾太郎『日本よ 国家たれ――核の選択』
文芸春秋、1980 年、269 頁。 
510 清水幾太郎『日本よ 国家たれ――核の選択』文芸春秋、1980 年、102 頁。 
511 天野恵一『危機のイデオローグ――清水幾太郎批判』批評社、1979 年、34 頁。 
512 大畑裕嗣「戦前・戦中の清水幾太郎における『市民社会』と『プラグマティズム』」『コミュニケーシ
ョン科学』Ｎo.17、2002 年、70 頁。 

































                                                  
514 大畑裕嗣、前掲、「戦前・戦中の清水幾太郎における『市民社会』と『プラグマティズム』」、69 頁。 




517 同上、446－447 頁。 


































                                                  
519 清水幾太郎「講和会議に寄す」『清水幾太郎著作集』10、講談社、1992 年、64 頁。 
520 同上、66 頁。 
521 清水幾太郎「平和問題談話会」、『清水幾太郎著作集』14、講談社、1993 年、338 頁。 
522〔安江良介氏に聞く〕「『六〇年安保』をめぐって」毎日新聞社編『岩波書店と文芸春秋――「世界」、「文




































                                                  
523 福田恒存「近代日本知識人の典型 清水幾太郎を論ず」『中央公論』、1980 年 10 月号、138－171 頁参照。 








































































































かについて、憲法調査会はずいぶん悩んだようであった。1958 年 6 月 16 日に開かれた憲
法調査会協議会は、「今後の運営について協議するとともに社会党に参加を再要請する問題
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そして、憲法問題研究会は 18 年間毎年の憲法記念日に憲法記念講演会を主催した。日本









は、1959 年から 1977 年までの憲法記念日前後に、三大全国紙における憲法問題研究会に
ついての報道状況を示したものである534。 
年 『朝日新聞』 『毎日新聞』 『読売新聞』 
1959 年 〇（5 月 4 日）＃ 〇（5 月 4 日）＃  
1960 年 〇（5 月 4 日） 〇（5 月 3 日） 〇（5 月 3 日夕刊） 
1961 年 〇（5 月 3 日夕刊） 〇（5 月 3 日） 〇（5 月 2 日、5 月 3 日） 
1962 年 〇（5 月 3 日） 〇（5 月 5 日）＃ 〇（5 月 1 日夕刊、5 月 3 日） 
1963 年 〇（5 月 3 日夕刊） 〇（5 月 3 日） 〇（5 月 2 日夕刊、5 月 3 日、
5 月 3 日夕刊） 
1964 年 〇（5 月 3 日、5 月 3
日夕刊、5 月 4 日） 
〇（5 月 3 日、5 月
4 日（評論）） 
〇（5 月 3 日） 
1965 年 〇（5 月 3 日、5 月 3
日夕刊） 
〇（5 月 3 日、5 月
3 日夕刊） 
〇（5 月 3 日夕刊、5 月 4 日） 
1966 年 〇（5 月 6 日夕刊）＃ 〇（5 月 3 日、5 月
4 日＃） 
〇（5 月 3 日） 
1967 年 〇（5 月 3 日、5 月 4
日＃） 
〇（5 月 3 日、5 月
4 日＃） 
〇（5 月 3 日、5 月 4 日） 
1968 年 〇（5 月 3 日） 〇（5 月 3 日）  
1969 年 〇（5 月 2 日、5 月 4
日＃） 
 〇（5 月 3 日） 
1970 年  〇（5 月 3 日、5 月
4 日） 
 
1971 年 〇（5 月 3 日＃、5 月 4
日） 
〇（5 月 3 日、5 月
4 日） 
〇（5 月 3 日） 
1972 年  〇（5 月 4 日） 〇（5 月 4 日） 
1973 年 〇（5 月 3 日、5 月 4
日） 
〇（5 月 3 日） 〇（5 月 3 日） 





1974 年 〇（5 月 2 日） 〇（5 月 3 日、5 月
4 日） 
〇（5 月 4 日） 








〇（5 月 1 日＃、5 月 3
日（記事、社説）） 
  






















                                                  
535 「学者の人民戦線」『読売新聞』1958 年 6 月 5 日（夕刊）。 
536 伊藤正巳「憲法問題研究会編『憲法読本（上、下）』簡潔で要を得た編集」『読売新聞』1965 年 5 月 13
日（夕刊）。 
537 岩波書店編集部編『岩波新書の 50 年』岩波書店、1988 年、156 頁参照。 
538 1966 年頃の数字。大内兵衛「『世界』二十年」『世界』1966 年 1 月号に参照。 
539 図書新聞社が 1952 年に行った読者世論調査の結果によると、『世界』は大学生および高校生の一番愛















 7 年間の調査を経て、憲法調査会は 1964 年の夏頃に最終報告書を出す予定であった。こ




















                                                  



































                                                  
541 「憲法問題研究会声明」『世界』1964 年 6 月号、32 頁。 
542 「きょう憲法記念日 政治論争、新たな局面へ 自主的制定めざす・自民談話 改憲の阻止に全力・
両社声明」『朝日新聞』1964 年 5 月 3日。 
543 同上。 







付がない「憲法第九条について」という「憲法問題研究会討議資料」と、1964 年 6 月 13
日の日付がある「『第 9 条に対するわれわれの態度』をまとめるについての資料」という「憲
法問題研究会資料」の二つの未発表資料を発見した。これらの資料によると、研究会の憲
法第九条についての討議は第 6 回例会（1958 年 12 月頃に推定）に遡ることができる。特
に、学者たちは第 40 回例会（1962 年 1 月頃に推定）から第 46 回例会（1962 年 7 月頃に
推定）に至るまで、集中して第九条について討論を行い、研究会の九条に対する態度をま
とめる予定であった。後に見られた池田政章の月例会リストはこの一連の活動を証明した。






















                                                  
545 我妻栄「初心を忘れず、わが道をゆく」『世界』1965 年 6 月号、21 頁。 
546 丸山真男、佐藤功「『第 9 条改定に対するわれわれの態度』をまとめるについての資料」（憲法問題研究































                                                  





















































































                                                  
566 丸山真男、佐藤功、前掲、「『第 9 条改定に対するわれわれの態度』をまとめるについての資料」（憲法
問題研究会資料）、5－6 頁。 



























の動きと戦う決心を持っていたようである。1962 年 8 月頃の「憲法第九条について」にせ








                                                  
569 我妻栄「私たちの役割」『世界』1959 年 7 月号、228 頁。 
570 大内兵衛「開会の辞」（1960 年 6 月 12 日、「民主政治を守る講演会」から）『世界』1960 年 8 月号、
343 頁。 























会はあわせて 34 回の会議を行い、その成果としての『憲法調査会報告書』は 1964 年 7 月










                                                  
572「別表 10 起草準備委員会および起草委員会の委員長および委員の異動の状況」より。『憲法調査会報
告書』、1009 頁。 
573「別表 12 憲法調査会報告書本文および付属文書の原案執筆者」より。『憲法調査会報告書』、1013 頁。 
574 『憲法調査会起草委員会会議議事録』（第一回――第三十四回）（憲法調査会、1963 年 6 月 5 日―1964




石義雄などの多数決の主張者との間で論戦が行われた。その結果、1961 年 7 月 26 日憲法
調査会第 55回総会で、意見が分かれた時には多数決の方法をとらず、多数意見と少数意見、
そして改正論と改正不要論をそれぞれ報告するという結論が出た576。しかし、報告書の結




























                                                  
575  二人とも憲法問題研究会に誘われたが、参加しなかった。しかし、二人は憲法問題研究会の趣旨に賛
成した。 
576 『憲法調査会第 55 回総会議事録』憲法調査会、1961 年 7 月 26 日、38 頁。 



































                                                  
578 『憲法調査会起草委員会第 24 回会議議事録』憲法調査会、1964 年 4 月 8 日、8 頁。 
579 同上、9 頁。 
580 同上、12－13 頁。 





































                                                  


































                                                  
583 『憲法調査会起草委員会第 29 回会議議事録』憲法調査会、1964 年 5 月 13 日、21－22 頁。 
584「憲法調査会報告書案 第四編のうち第四章（第一分冊）」『憲法調査会起草委員会第三十回会議議事録』
憲法調査会、1964 年 5 月 21 日、〔付属資料〕9 頁。 
585 『憲法調査会起草委員会第 30 回会議議事録』憲法調査会、1964 年 5 月 21 日、49 頁。 































第四編 憲法調査会における諸見解 第四編 憲法調査会における諸見解 









                                                  
587 前掲、『憲法調査会報告書』、838 頁。 






































                                                  
590 「二月十一日 世田谷区宮坂三ノ二四三七 佐藤功宛 封書」（1964 年）福田歓一編『南原繁書簡集』、
岩波書店、1987 年、312 頁。 




































                                                  
592 『憲法調査会起草委員会第 31 回会議議事録』憲法調査会、1964 年 5 月 27 日、12－13 頁。 



































                                                  
594 「警職法論争と学界 法案解釈で食い違う むずかしい行政、司法の兼合い」『読売新聞』1958 年 11
月 1 日（夕刊）。 
595 大内兵衛「ヴェトナム問題は護憲問題である」『世界』1965 年 7 月号、79 頁。 
596 大内兵衛「学者国を憂う」（1960 年 1 月 15 日、「安保問題講演会」から）『世界』1960 年 3 月号、116
 150 
研究会の安保問題への関心はずいぶん前であり、この講演会は決して偶然とは言えない。












安保闘争の期間中、上記の「安保問題講演会」以外に、憲法問題研究会は 1960 年 5 月 3 日
の「憲法記念講演会」、そして 1960 年 6 月 12 日の「民主政治を守る講演会」を行った。大
内兵衛、我妻栄、田畑茂二郎、久野収、前芝確三、矢内原忠雄、丸山真男、鵜飼信成、南
原繁、宮沢俊義はさまざまの角度から当時の政治問題について講演をし、国民の思考と行
動を訴えた。この一連の講演会は熱烈に歓迎され、大きな反響を呼んだ。5 月 3 日の講演会
の聴衆は 1000 人にも上がった。そして、マスコミの研究会の活動を大きいな出来事として
報道した。『朝日新聞』1960 年 1 月 16 日の朝刊六面に、「安保問題をめぐって 憲法問題
研究会の講演会から」という題で、ほぼ紙面の半分を占め、憲法問題研究会の安保問題講












                                                                                                                                                 
頁。 
597 大内兵衛、前掲、「学者国を憂う」、116 頁。 




































                                                  
599 田畑茂二郎「自衛権の陥穽」（1960 年 1 月 15 日、「安保記念講演会」から）『世界』1960 年 3 月号、
137 頁。 
600 大内兵衛「安保問題について声明する」（1960 年 5 月 3 日、「憲法記念講演会」から）『世界』1960 年
7 月号、159－160 頁。 
 152 




しかし、多くの国民の反対を無視し、5 月 19 日の夜に、安保条約は衆議院で強行採決さ









のデモは相次いで行われ、市民・学生と警察との激しい衝突で負傷者も出た。6 月 10 日に、
アイゼンハワー大統領訪日日程を協議するため来日した大統領秘書官ハガチーが羽田空港
でデモ隊に包囲され、アメリカ海兵隊のヘリコプターで救助されたという事件、いわゆる

















                                                  
601 鵜飼信成「公正な議事運営とは何か」（1960 年 6 月 12 日、「民主政治を守る講演会」から）『世界』1960
年 8 月号、346 頁。 
































                                                  
603 大内兵衛「開会の辞」（1960 年 6 月 12 日、「民主政治を守る講演会」から）『世界』1960 年 8 月号、
344－345 頁。 
604 同上、344 頁。 
605 鵜飼信成、前掲、「公正な議事運営とは何か」、346 頁。 
606 前芝確三「日本国憲法と中立主義」（1960 年 5 月 3 日、「憲法記念講演会」から）『世界』1960 年 7 月
号、170 頁。 
607 宮沢俊義「議会主義を守るために」（1960 年 6 月 12 日、「民主政治を守る講演会」から）『世界』1960


































                                                  
608 大内兵衛「学者国を憂う」（1960 年 1 月 15 日、「安保問題講演会」から）『世界』1960 年 3 月号、117
頁。 
609 竹内好「私たちの憲法感覚」（1960 年 6 月 12 日、「民主政治を守る講演会」から）『世界』1960 年 8
月号、353 頁。 




































   われわれはまたわが勤労大衆の悲願が、日本の完全なる独立の回復にあることを知
                                                  
611 同上、366－367 頁。 
612 「日本社会党綱領」（1955－1986）勝間田清一、北山愛郎監修『日本社会党綱領文献集』日本社会党中













60 年安保の時、社会党は 1960 年 1 月 20 日に「新安保条約調印に当たって」という声明
を発表した。この声明は、岸内閣のアメリカ指向の安全保障政策を反対し、対中和解を主















しかし、1960 年 6 月 19 日に発表された「新安保不承認宣言」には、新安保不承認の三
つの理由の一つとして、「本条約は民主政治の原則に照らし、その権威と拘束力をもたない」
                                                  
613 「大会宣言」（社会党第十二回全国大会）資料日本社会党 50 年刊行委員会編集『資料日本社会党 50 年』、
日本社会党中央本部機関紙広報委員会、1995 年、161 頁。 
614 同上、162 頁。 
615 「非武装・平和中立への道」日本社会党結党四十周年記念出版刊行委員会編纂『資料日本社会党四十年
史』日本社会党中央本部、1986 年、891－900 頁。 
616「新安保条約調印に当たって」前掲、『資料日本社会党 50 年』、232 頁。 
617 「新安保阻止で協力を非常事態宣言」前掲、『資料日本社会党 50 年』、234 頁。 
618 「国民運動を盛り上げ 総辞職と解散目指して 社会党方針決定」『朝日新聞』1960 年 5 月 22 日。 















における『朝日新聞』の安保問題に関する一連の社説を見れば、1 月 19 日、3 月 6 日、3
月 26 日、4 月 22 日の社説は自民党の安全政策に対する批判を中心としたものであり、1 月
19 日の「安保改定と世論」は同社が行った世論調査に言及したが、その強調点は国民の意
思反映ではなく、安保改定が日本の安全保障に有効ではないということであった。そして、
2 月 27 日の「民主主義を脅かす暴力」という社説の強調点は、左右勢力による暴力への批
判であった。以上から、民主主義擁護を強調する社説は一つもなかったことが分かる。 
その後、初めての国民の要求を反映すべきだと強調したのは 1960 年 5 月 13 日の社説で
あった。安保問題を主題にした一連の社説の中での、「国民」という言葉の出現率から見れ
ば、1960 年 1 月から 4 月までの四つの社説の中では、「国民」が 15 回出現したが、5 月か




いか」624と書いていた。この書き方は憲法問題研究会の 5 月 3 日に出した声明の文章によ
く似ていた。 




                                                  
620 「新安保不承認宣言」前掲、『資料日本社会党 50 年』、238 頁。 
621 同上、238－239 頁。 
622 「社説 安保条約改定の方向を誤るな」『朝日新聞』1959 年 4 月 8 日。 
623 『朝日新聞』1960 年 1 月 19 日、3 月 6 日、3 月 26 日、4 月 22 日、5 月 13 日、6 月 9 日、6 月 19 日、
7 月 1 日に参照。 











憲法問題研究会は二人の自治体知事と深くつながっていた。即ち、1967 年 4 月から 1979
























                                                  
625 「共同宣言 暴力を排し 議会主義を守れ」『朝日新聞』1960 年 6 月 17 日。 
626 美濃部亮吉『都知事 12 年』朝日新聞社、1979 年、48 頁。 
































                                                  
628 美濃部亮吉、前掲、『都知事 12 年』、28－29 頁。 
629 美濃部亮吉の父親達吉は学者であることに対して、大内兵衛の父親万平は政治運動に熱中し、家財を全
部失ってしまったそうである。 
630 美濃部亮吉、前掲、『都知事 12 年』、29 頁。 
631 同上。 
632 同上、31 頁。 
633 同上、33 頁。 



















「明るい会」の支持によって、1967 年 4 月 16 日、保守勢力が強いため落選の覚悟もし
た美濃部は結局当選した。彼の有名な「この船には一千百万人が乗っている」の当選挨拶
文も大内が用意したものであった。その後、「明るい会」は解散せず、美濃部都政を支える
ために、1967 年 7 月にまた活動再開した。その努力によって、あれからの 12 年の間に、









                                                  






産党、個人（岡十万男）。（「大内氏ら 13 名が代表委員に」『明るい革新都政』第 1号、1967 年 3 月 18 日。） 
637 「会則と目的」『明るい革新都政』第 1号、1967 年 3 月 18 日。 




































                                                  
639 美濃部亮吉、前掲、『都知事 12 年』、30 頁。 
640 野村平爾『民主主義法学に生きて』日本評論社、1976 年、245 頁。 
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その他、矢内原忠雄は大内と同じように、美濃部の東大時代の師匠であった。美濃部の

























都でも 1953 年以後は憲法記念活動をやらなかったので、1968 年の都主催の憲法記念行事
は大きな意義があった。それ以来、彼の任期中には東京都主催の憲法記念行事が毎年開催
された。歴年の行事は以下の通りであった646。 
  時間 都主催の行事 備考 
                                                  
641 美濃部亮吉、前掲、『都知事 12 年』、97 頁。 
642 「憲法記念日 地方自治を守ろう――美濃部知事がメッセージ」『朝日新聞』1967 年 5 月 3 日。 
643 同上。 
644 同上。 
645 「都が 16 年ぶり 憲法記念前夜祭 知事である限り守る」『朝日新聞』1968 年 5 月 3 日。 
646 1967 年－1979 年の『朝日新聞』、『毎日新聞』、『読売新聞』、『明るい革新都政』の憲法記念日前後の報
道による作成。1977 年と 1978 年の行事に関する報道を見つけなかったが、行事が中断されたという報
道もなかった。 
 163 
1967 年 5 月 3 日 都民へのメッセージ 前例なし 
1968 年 5 月 2 日 都主催の憲法記念行事「地方
自治を守るつどい」講演会 
（共立講堂、2000 人） 





1969 年 5 月 2 日 都主催の憲法記念「地方自治
を守る集い」講演会 
（共立講堂、1300 人） 
第 2 回 
講演者：石垣綾子（評論家）、
美濃部亮吉 
1970 年 5 月 2 日 都主催「憲法記念・地方自治
を守るつどい」 
（共立講堂、1600 人） 




1971 年 5 月 2 日 都主催の憲法記念「地方自治
を守る集い」講演会 
（共立講堂、1500 人） 




1972 年 5 月 2 日 都主催の憲法記念講演会 
（共立講堂（1500 人）、八王
子市の繊維貿易会館） 




1973 年 5 月 2 日 都主催「憲法記念 都民のつ
どい」 
（共立講堂） 
第 6 回 
講演者：美濃部亮吉 
1974 年 5 月 2 日 都主催「憲法記念・地方自治
を守るつどい」（共立講堂、
2000 人） 







1975 年 5 月 2 日 都主催の憲法記念講演会 
（共立講堂） 
第 8 回 
講演者：美濃部亮吉「都政に
憲法を」 
1976 年 5 月 1 日 都主催の憲法記念講演会 
（九段会館） 







   
   





























1971 年 4 月から 1979 年 4 月まで在任した大阪府知事黒田了一は憲法学者であり、憲法
問題研究会関西支部のメンバーでもあった。彼は任期中に憲法を生かすことをたびたび強
                                                  
647 「政府との対立辞さない 美濃部知事の講演」『読売新聞』1970 年 5 月 3 日。 
































                                                  
649 [対談]永井智雄、黒田了一「憲法知事さん、コンニチワ」（1971 年 4 月）、黒田了一『大阪にルネッサ
ンスを』法律文化社、1974 年、125 頁。 





654 「あとがき」黒田了一『わが人生論ノート』大月書店、1984 年、254 頁。 
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655 黒田了一、小谷義次、前掲、「住民の意思と科学の論理にささえられた革新政治を」、151 頁。 
656 [対談]黒田了一、伏見格之助、榎原一夫「革新府市政を語る」（1974 年 7 月 9 日）前掲、『大阪にルネ
ッサンスを』、224 頁。 
657 同上、225 頁。 
658 黒田了一『わが人生論ノート』（大月書店、1984 年）、114－115 頁。 
659「ひと 大阪府知事に選ばれた 黒田了一」『朝日新聞』1971 年 4 月 13 日。 
660 黒田了一「憲法の精神を暮らしのなかに」（1971 年 5 月 31 日 憲法記念「京都府民のつどい」講演）
前掲、『大阪にルネッサンスを』、6 頁。 
































                                                  
662 黒田了一、前掲、「憲法の精神を暮らしのなかに」、8-9 頁。 
663 黒田了一「教育と憲法」（1972 年 8 月 大阪教育大「学制百年記念講演会」講演）前掲、『大阪にルネ
ッサンスを』、83-84 頁。 
664 黒田了一「生活経済文化の調和を目ざす大阪府政」（1973 年 4 月 9 日 関経連常任理事会での講演）。
前掲、『大阪にルネッサンスを』、50-51 頁。 
665 [対談]黒田了一、大内兵衛、蜷川虎三、正木千冬「憲法を暮らしの中へ――憲法は私たちのトリデ」
（1972 年 5 月 1 日）前掲、『大阪にルネッサンスを』、138-139 頁。 



































                                                  
















内原忠雄（1961 年）、恒藤恭（1967 年）、前芝確三（1969 年）は逝去した。1970 年代にな
ってから、1973 年 10 月 21 日、研究会の大黒柱と認められた我妻栄が急逝した。1974 年
から、研究会の代表である大内兵衛は高齢のため講壇に立てなくなってしまった。その他
に、宗像誠也（1970 年）、松井清（1972 年）、南原繁（1974 年）、務台理作（1974 年）、菊













もと少なかったので、最盛期においても、1961 年 4 月 1 日に、一度「立命館総長室で憲法
                                                  
523 「憲法問題研究会の解散から一年 後に続かぬ若き学徒 『問題が起きてからでは遅い』」『朝日新聞』
1977 年 5 月 2 日。 
524 「戦後日本の良識支え続けた 18 年 憲法問題研が解散」『朝日新聞』1976 年 4 月 23 日。 
525 佐藤功「憲法問題研究会の回顧」『ジュリスト』1976 年 7 月 15 日（No.617）、114 頁。 
526 野村平爾『民主主義法学に生きて』日本評論社、1976 年、246 頁。 
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問題研究会出席者 7 名で雑談」527という状況もあった。そして、1964 年 4 月以降に、末川
の日記には、関西支部の月例会についての記載がなくなった。他の可能性もいくつかある
が、1964 年 4 月には改めて方針調整を検討し、月例会をやめようと決定した可能性は極め
て高い。末川の日記によれば、1964 年 4 月 4 日に鉛筆で「憲法問題研究会」と書いてある
が、鉛筆でこれらの字を消した痕跡があり、万年筆で書いたこの日の活動の中には憲法問
題研究会のことがなかった528。日記全体から見ると、彼の習慣は鉛筆で予定を書き、後で
万年筆で実際の活動を書くことであるので、4 月 4 日の例会は取り消されたことは間違いな
いそうである。そして、この例会は 4 月 25 日（第四土曜日）に変更したことになったこと
























                                                  
527 大阪市立大学大学史資料室蔵末川博関係資料、18-17、日記（1961 年）、1961 年 4 月 1日。 
528 大阪市立大学大学史資料室蔵末川博関係資料、18-20、日記（1964 年）、1964 年 4 月 4日。 
529 大阪市立大学大学史資料室蔵末川博関係資料、18-20、日記（1964 年）、1964 年 4 月 25 日。「（？）来」
は読み取れない字。 


































                                                  
531 憲法問題研究会「憲法問題研究会の解散にあたって」『世界』1976 年 6 月号、118 頁。 
532 佐藤功、前掲、「憲法問題研究会の回顧」、114 頁。 
533 憲法問題研究会、前掲、「憲法問題研究会の解散にあたって」、119 頁。 
534 佐藤功、前掲、「憲法問題研究会の回顧」、114－115 頁。 
535 「憲法問題研究会の解散から一年 後に続かぬ若き学徒 『問題が起きてからでは遅い』」『朝日新聞』



































                                                  
536 「戦後日本の良識支え続けた 18 年 憲法問題研が解散 『高齢化、もう定年』」『朝日新聞』1976 年
4 月 23 日。辻清明発言。 
537 「憲法問題研究会の解散から一年 後に続かぬ若き学徒 『問題が起きてからでは遅い』」『朝日新聞』
1977 年 5 月 2 日。 
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1989 年 5 月 3 日  
中野公会堂  






1990 年 5 月 3 日 
杉並公会堂 
約 1100 人 
「憲法と教育」 星野安三郎（立正大学） 




1991 年 5 月 3 日 
杉並公会堂 










                                                  
538 「全国憲法研究会規約」全国憲法研究会編『憲法問題』1（1990 年）、1 頁。 
539 「憲法問題研究会の解散から一年 後に続かぬ若き学徒 『問題が起きてからでは遅い』」に参照。『朝
日新聞』1977 年 5 月 2 日。 
540 全国憲法研究会編『憲法問題』1－18（1990 年－2007 年）と、筆者の 2006 年 5 月 3日、2007 年 5月
3日の「全国憲法研究会憲法記念講演会」の聴講記録より作成。 
 174 
約 400 人 「市民自治による地方政府の確立」 鴨野幸雄（金沢大学） 
 
司会：野中俊彦（法政大学）、岡田信弘（明治学院大学） 
1993 年 5 月 3 日 
教育会館 






1994 年 5 月 3 日 
「なかの ZERO」（旧中野公
会堂）大ホール 



































1998 年 5 月 3 日 
東京大学安田講堂 
600 人近い（うち有料入場者







1999 年 5 月 3 日 
上智大学 10 号館 
600 人近い（うち有料入場者



































































2006 年 5 月 3 日 
東京大学本郷キャンパス法
文 1 号館 25 番教室 





2007 年 5 月 3 日 
青山学院大学渋谷キャンパ
ス 9 号館 910 教室 




法 60 年の意味」 
 
司会：右崎正博（獨協大学）、志田陽子（武蔵野美術大学） 
そして、1989 年から 2005 年までの定例研究会のテーマは以下の通りであった541。 
年 春季研究集会 秋季研究総会 
1989 年 ５月１２日 専修大学 「日本社会
の特質と天皇制――明治憲法史を中
心に」 
10 月 6 日 香川大学 「日本社会の特質と
天皇制――戦後史を中心として」 
渡辺治「戦後憲法史の中の天皇制」 
                                                  
















































































































































































10 月 6 日 亜細亜大学 「転換期の憲法状

































と 憲 法 学 ― ― From parliamentary 






































































































































「周辺事態措置法案等に反対し、廃案を求める声明」（1998 年 10 月 8 日) 
「周辺事態措置法案等の衆議院可決に抗議し、廃案を求める声明」(1999 年 4 月 27 日） 
「独立行政法人通則法に基づく国立大学の独立行政法人化に反対する」（2000 年 1 月 17 日、
民主主義科学者協会法律部会理事・監事会） 
「『テロ対策特別措置法案』と『自衛隊法改正案』の廃案を求める声明」（2001 年 10 月 19 日、
民主主義科学者協会法律部会理事会） 
「テロ報復戦争と日本自衛隊参戦の中止を求める声明」（2001 年 11 月 17 日、民主主義科学
                                                  
543 「理事長あいさつ」（民主主義科学者協会法律部会第 21 期理事会理事長、西谷敏）。民主主義科学者協
会法律部会、「理事長からの挨拶」、http://wwwsoc.nii.ac.jp/minka/chairman.html（2007 年 6 月 6 日確
認）。 
544 「民科の声明」民主主義科学者協会法律部会、「法律家たちの動き」、




（2002 年 03 月 27 日、民主主義科学者協会法律部会理事会） 
  「私たちは訴える」（アメリカのイラク武力攻撃等に対する理事会アピール）（2003 年 3 月
31 日） 
「自衛隊のイラク出兵を阻止し、真のイラク再建に協力することを訴える」（理事会声明） 
（2003 年 12 月 15 日） 





























                                                  
545 杉原泰雄「おわりに」加藤周一、井上ひさし、樋口陽一、水島朝穂編『暴力の連鎖を超えて――同時
テロ、報復戦争、そして私たち』（岩波ブックレット No.561）、岩波書店、2002 年、53 頁。 
546 加藤周一、井上ひさし、樋口陽一、水島朝穂編『暴力の連鎖を超えて――同時テロ、報復戦争、そして











































                                                  
547 杉原泰雄、前掲、「おわりに」、53-54 頁。 





















第 3 回 2003 年 6 月 27 日 
      「戦争は止められないのか? ――『帝国』の暴走を阻む力」 
講演者：最上敏樹(国際基督教大学教授)、阪口正二郎（一橋大学教授) 






第５回 2004 年 12 月 16 日 伊藤塾東京校 531 教室 220 人  
      「いま、イラク情勢と改憲問題を考える――新書『改憲は必要か』発刊記念」 
講演者：辻井 喬（作家・憲法再生フォーラム共同代表）、奥平康弘（憲法研究者）、 
                                                                                                                                                 
て私たち』岩波ブックレット No.561、岩波書店、2002 年。 
550 小森陽一、辻村みよ子『有事法制と憲法』岩波ブックレット No.584、岩波書店、2002 年。 
551 憲法再生フォーラム編『有事法制批判』岩波書店、2003 年。 
552 憲法再生フォーラム編『改憲は必要か』岩波書店、2004 年。 
553 『法学セミナー』2002 年 8 月号と、以下のＨＰより作成： 
自衛隊派兵反対、9条破壊許すな――憲法公布 55 周年に各地で行動、憲法しんぶん速報版 34 号、憲
法会議（憲法改悪阻止各界連絡会議）http://www.kenpoukaigi.gr.jp/sokuhou/34.html。 
講演会企画のご報告、http://peacetea.hp.infoseek.co.jp/11_18nakamura_nagai/afghan.htm。 




行事・研究会・一口情報等のお知らせ、2004 年 6 月から、教科書ネット 21、
http://www.ne.jp/asahi/kyokasho/net21/gyoji20046-.htm。 






憲法再生フォーラム公開シンポジウム、2007 年 6 月 22 日。くにたち Peace Web。







第 6 回 2005 年 6 月 13 日 早稲田大学 15 号館 03 教室 
       「戦後 60 年とアジアの中の日本」 








第 8 回 2007 年 6 月 22 日 法政大学市ヶ谷キャンパス外濠校舎 S405 教室 
       「憲法 60 年目の現実：国民投票法と政治状況」 
       講演者：君島東彦（立命館大学教授）「グローバル化と憲法第 9 条」 



















「1999 年 7 月 29 日、国会法が改正され、国会に『憲法調査会』が設置されること
になりました。2000 年通常国会から 5 年をめどに、報告を議長に提出するという目的
で、衆議院と参議院それぞれ独自の調査活動がはじめられたのです。この『憲法調査
                                                  











































































                                                  
556 小森陽一「はじめに」前掲、『暴力の連鎖を超えて――同時テロ、報復戦争、そして私たち』、1－４頁。 













講演会 時間・場所・参加人数 講演者 
九条の会・発足記
念講演会 








































九条の会・有明講 2005 年 7 月 30 日 井上ひさし、大江健三郎、奥平康弘、
                                                  
558 「九条の会」記者会見での各氏の発言と記者との対話（2004 年 6 月 10 日）。九条の会オフィシャルサ
イト、http://www.9-jo.jp/kaiken.html（2007 年 5 月 18 日確認）。 
559 『「九条の会」ニュース』第 83 号（2007 年 2 月 2日）。http://www.9-jo.jp/news_list/index.html（2007
年 5 月 18 日確認）。 
560 「九条の会」講演会など 今後のスケジュールと終了したものの詳細記録。九条の会オフィシャルサイ






















































                                                  
561 「『九条の会』からの訴え」（2006 年 6 月 10 日）。http://www.9-jo.jp/news/news_index.html（2007


































                                                  
562 「『九条の会』アピール」九条の会オフィシャルサイト、http://www.9-jo.jp/appeal.html（2007 年 5 月
18 日確認）。 
563 井上ひさし「憲法は優越する」（2004 年 7 月 24 日、「『九条の会』発足記念講演会」）井上ひさし、梅原
猛、大江健三郎、奥平康弘、小田実、加藤周一、澤地久枝、鶴見俊輔、三木睦子『憲法九条、いまこそ















































































































































































































































「第 43 回例会（昭 37.4.14）」 （立教大学図書館宮沢俊義文庫、資料Ｃ21－2） 
「第 44 回例会（昭 37.5.19）」 （立教大学図書館宮沢俊義文庫、資料Ｃ21－3） 






    〔憲法問題研究会討議資料〕「憲法第九条について」（日付けなし） （立教大学
図書館宮沢俊義文庫、資料Ｃ21－1）  


















   憲法記念講演会講演原稿 
    末川博「憲法研究の必要と現実」憲法問題講演会（関西）、1959.11.9 （立命館大
学図書館末川（博）文庫、I－D－1－0519） 
   その他 
    憲法問題研究会会計報告（1959 年 1 月－6 月、1961 年 7 月－12 月、1962 年 1 月
－12 月） （一橋大学経済研究所所蔵都留重人寄贈資料、N－②－5/14） 




































池田政章（立教大学名誉教授、憲法学者、憲法問題研究会の書記） 2007 年 8 月 30
日、石神井町 
衛藤瀋吉（東京大学名誉教授、政治史学者、憲法問題研究会の多くの学者と知り合い、
元「国際問題談話会」メンバー） 2006 年 7 月 2 日、青山学院大学 
  鶴見俊輔（哲学者、憲法問題研究会の多くの学者と知り合い、「九条の会」の呼びかけ
人） 2006 年 4 月 9 日、早稲田大学 
松沢弘陽（北海道大学名誉教授、政治思想史学者、丸山真男の弟子） 2006 年 9 月 12
日、2006 年 9 月 14 日、東京女子大学；2006 年 11 月 29 日、三鷹台 
戒能通厚（早稲田大学法学部教授、英米法学者、戒能通孝の息子） 2006 年 10 月 23
日、早稲田大学 
 岡本厚（『世界』編集長、「憲法再生フォーラム」メンバー） 2006 年 5 月 23 日、メ
ールで 
笹倉秀夫（早稲田大学法学部教授、法哲学・法思想史学者、丸山真男研究者） 2005
年 11 月から多数、早稲田大学 
ジェラルド・カーティス（コロンビア大学政治学部教授、日本政治・比較政治学者） 
2007 年 6 月 16 日、成蹊大学；2007 年 7 月 23 日、早稲田大学 
孫歌（中国社会科学院文学所研究員、思想史学者、竹内好・丸山真男研究者） 2006
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年 10 月 24 日、東京大学駒場キャンパス；2006 年 12 月 3 日、早稲田大学 
高見勝利（上智大学法学部教授、憲法学者、宮沢俊義・「憲法問題研究会」研究者） 2006
年 5 月から多数、早稲田大学、上智大学 
卓南生（龍谷大学国際文化学部教授、ジャーナリズム・政治学者、戦後日本政治史研
究者） 2005 年 4 月から多数、北京、東京 
中島徹（早稲田大学法学部教授、憲法学者、「全国憲法研究会」役員） 2006 年 5 月
から多数、早稲田大学 
水島朝穂（早稲田大学法学部教授、憲法学者、「全国憲法研究会」役員、「憲法再生フ
ォーラム」メンバー・元代表）2006 年 5 月 17 日、2007 年 4 月 27 日、早稲田大学 
渡辺治（一橋大学社会研究科教授、政治学者、「憲法再生フォーラム」メンバー、「九















  憲法問題研究会講演会原稿（講演会時間順） 
大内兵衛「憲法問題研究会の意義」『世界』1959 年 7 月号 
宮沢俊義「『うまれ』よる差別」『世界』1959 年 7 月号 
我妻栄「私たちの役割」『世界』1959 年 7 月号 
桑原武夫「私たちの憲法」『法学セミナー』1959 年 7 月号 
田畑茂二郎「安保条約改定と自衛権」『法律時報』1959 年 6 月号（通巻第 351 号） 
大内兵衛「学者国を憂う」『世界』1960 年 3 月号 
久野収「軍縮の流れに逆うもの」『世界』1960 年 3 月号 
田畑茂二郎「自衛権の陥穽」『世界』1960 年 3 月号 
我妻栄「砂川判決は終着点ではない」『世界』1960 年 3 月号 
大内兵衛「安保問題について声明する」『世界』1960 年 7 月号 
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前芝確三「日本国憲法と中立主義」『世界』1960 年 7 月号 
矢内原忠雄「内村鑑三の非戦論」『世界』1960 年 7 月号 
丸山真男「現代における態度決定」『世界』1960 年 7 月号 
大内兵衛「開会の辞」『世界』1960 年 8 月号 
鵜飼信成「公正な議事運営とは何か」『世界』1960 年 8 月号 
竹内好「私たちの憲法感覚」『世界』1960 年 8 月号 
南原繁「平和か戦争か」『世界』1960 年 8 月号 
宮沢俊義「議会主義を守るために」『世界』1960 年 8 月号 
我妻栄「民主政治家の責任」『世界』1960 年 8 月号 
丸山真男「復初の説」『世界』1960 年 8 月号 
家永三郎「歴史の教訓」『世界』1961 年 8 月号 
戒能通孝「プライバシーの権利」『世界』1961 年 8 月号 
中野好夫「憲法第九条ができるまで」『世界』1961 年 8 月号 
大内兵衛「政府の低姿態を期待する」『世界』1962 年 6 月号 
竹内好「自衛と平和」『世界』1962 年 6 月号 
宮沢俊義「神々の共存」『世界』1962 年 6 月号 
松田道雄「感覚的憲法論」『世界』1962 年 6 月号 
我妻栄「憲法を国民のものに」『世界』1963 年 7 月号 
菊池勇夫「憲法問題と国民の関心」『世界』1963 年 7 月号 
城戸又一「言論の自由と新聞の自由」『世界』1963 年 7 月号 
都留重人「日本国憲法と経済学」『世界』1963 年 8 月号 
辻清明「ある憲法の運命」『世界』1963 年 9 月号 
末川博「憲法問題の大衆化」『世界』1963 年 9 月号 
久野収「憲法第九条の論理について」『法学セミナー』1963 年 9 月号 
我妻栄「国民の権利か国民の義務か」『世界』1964 年 6 月号 
宮沢俊義「憲法改正についての考え方」『世界』1964 年 6 月号 
大内兵衛「憲法はいま改めるべきでない」『世界』1964 年 6 月号 
中野好夫「いわゆる『押しつけ』にいたるまで――松本案を中心に」『世界』1964
年 7 月号 
島恭彦「経済成長と憲法体制の危機」『世界』1964 年 11 月号 
松田道雄「非政治的憲法論」『世界』1964 年 11 月号 
我妻栄「初心を忘れず わが道をゆく」『世界』1965 年 6 月号 
湯川秀樹「日本国憲法と世界平和」『世界』1965 年 6 月号 
佐藤功「憲法と軍隊」『世界』1965 年 6 月号 
都留重人「自主外交にふみきる好機」『世界』1965 年 7 月号 
大内兵衛「ヴェトナム問題は護憲問題である」（閉会の辞）『世界』1965 年 7 月号 
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我妻栄「裁判を受ける権利――開会の辞に代えて」『世界』1966 年 7 月号 
有沢広巳「原子力の平和利用と憲法」『世界』1966 年 7 月号 
戒能通孝「ヴェトナム戦争と日本の平和」『世界』1966 年 8 月号 
大河内一男「教育のなかの『人間』」『世界』1966 年 8 月号 
大内兵衛「閉会の辞」『世界』1966 年 8 月号 
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